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路線バスの需要は多くの地域で減少傾向にあり，減便や路線廃止が住民の生活に深刻な影響を及ぼして

いる．一方で集約型都市構造への転換にはバスサービスの維持・向上が求められる．そのための計画であ

る地域公共交通網形成計画の策定における行政と交通事業者の協議には，バス利用促進策等による需要の

変化が正確に把握できることが前提と考えられる．このため，バス停周辺に分布する人口に対してバス停

からの距離を変数として含む手段選択モデルを適用したバス停単位需要推計について研究してきた．その

結果，私事移動と通勤移動に分けた推計では一定程度の精度は得られたが，全目的での推計には至ってい

ない．本研究では，私事・通勤・目的施設から発生する需要の推計を総合して，全目的での需要推計を行

った結果，精度の高い需要推計結果が得られた． 

 

 

     Key Words: bus demand estimation，distance to bus stop，micropopulation census，modal choice 

model 

 

 

1. 背景と目的 

 

近年，地球温暖化や中心市街地の空洞化，市街地の

郊外化など，都市・地域が直面する問題に対応するため

に集約型都市構造の実現が求められている．平成26年に

都市再生特別措置法が改正され立地適正化計画の策定が

制度化されたことにより，集約型都市構造の実現は都市

政策の大きな流れとなっている．これは，公共交通機関

沿線に都市をコンパクトに集約することで，過度に自家

用車に依存することなく生活が可能な都市構造のことで

ある．こうした都市構造を実現するに当たって，公共交

通サービスの充実・改善が求められる． 

しかし，地方都市では，自家用車保有率の高さや，

公共交通サービス水準の低さから公共交通分担率が低い

ところに加え，近年の人口減少や自動車運転免許保有率

の上昇の影響により，公共交通利用者は減少傾向となっ

ている．そのため，公共交通サービスの切り下げ・撤退

を行う事業者も少なくない．路線バス事業においても，

参入・撤退の規制緩和と，同時期に行われた国庫補助対

象路線の絞り込み以降，採算性の低いバス路線では減便

や路線の一部廃止がなされるなど，最低限のサービス水

準を維持することすらままならない状況である．しかし

ながら，路線バスは高齢化が進む地方都市において特に

重要な公共交通サービスとしての役割を担っているため，

経営の良し悪しだけでなく，市民の生活の視点からバス

路線網や運行形態の再編などによる交通サービスの改善

を行っていくことが必要不可欠である． 

そのため，地域公共交通の活性化と再生を一体的か

つ効率的に実施することを目的として平成19年に「地域

公共交通の活性化及び再生に関する法律」が制定された．

その後，都市再生特別措置法の改正による立地適正化計

画の策定と協調する形で平成26年にその一部が改正され，

行政と交通事業者が協議のもと地域公共交通網形成計画

を作成することとなった．これにより，行政による地域

公共交通網計画への積極的な関与がなされるようになっ

た．だが，地域公共交通網計画のベースとなるバス需要

の予測は未だ正確とは言えない状況である．これにより，

経営リスクを心配するバス事業者とバスサービスの改善
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を求める市民・行政側との間での合意形成が進まず，バ

スサービスの改善が進展しないことが危惧される．従っ

て，バス需要の正確な予測手法の実現が必要とされてい

る． 

現在の路線バス需要予測手法では，パーソントリッ

プ調査（以下，PT調査）などの交通実態調査データに

基づいてモデルを推定し，他の交通手段と一体的に予測

する手法や，バス停圏域人口から予測する手法がとられ

ている．前者ではバス非利用者の利用するバス停や，そ

こまでのアクセス距離がわからないため精度の高いLOS

を推計することが困難であり推定されたモデルの説明力

が不足すること，需要予測がゾーン単位で実施されるた

めゾーン中心とバス停の位置関係によって予測に使用す

るLOSと実態に差が生じ需要推計値の誤差が大きくなる

ことなどの問題が指摘できる．後者では交通手段選択な

どの複雑な事象に対応できないという問題や，各バス停

の圏域内が均質に扱われるため圏域内の地形や人口分布

などの不均質な条件が反映されないという問題がある．

このように，どちらも予測値の精度が低く有効に活用さ

れていない． 

本報告が検討対象とする手法は，バス停周辺に分布

する人口に非集計の手段選択モデルを適用してバス停を

単位とした需要予測をすることでこうした問題を解決し，

バスサービスの新設・再編などの交通施策を行うにあた

って明確な根拠となる高精度なバス需要予測の実現を目

指そうとするものである．本稿は， 私事・通勤・目的

施設から発生する需要の推計を総合して，全目的での需

要推計を行い，更に精度の高い需要推計手法を検討する

ことを目的とする． 

 

 

2. 検討対象手法の位置づけ 

 

これまで実務で採用されてきた四段階推計法におけ

るゾーン単位での集計により生じる問題については，古

くは北村 1)が他の四段階推計法の課題とともに論じてお

り，当時の地理情報システム（ＧＩＳ）の普及状況や技

術水準を前提として将来的な課題として整理している．

その後，100m メッシュまでゾーンの細分化を試みた内

山ら 2)の研究が行われる一方，ＰＴ調査の実務において

も町丁目程度までゾーンを細分化してデータを整備する

ことが行われている 3)． 

しかしながら，100m メッシュや町丁目単位でもその

中心点とバス停との距離がゾーンの平均的距離とかけは

なれた需要予測にふさわしいものでない可能性が高いこ

と，また，統計解析により交通手段選択モデルの説明変

数としてバス停までの距離や所要時間が有意となる結果

が得られにくいことがバス需要予測の課題として残され

ている．後者の原因としては交通実態調査ではバス非利

用者についてはバス停までのアクセス時間が得られない

こと，世帯表に設問を設けてもバス非利用世帯からは値

が丸められて回答され正確な回答が得られにくいことが

挙げられる． 

近年，ＧＩＳ技術の普及やビッグデータの利用可能

性の向上により，このような状況に変化がもたらされる

可能性が生じてきている． 

まず，住居からバス停までの客観的距離の把握であ

るが，ＧＩＳのアドレスマッチングとネットワーク解析

により，個別の住居から最寄りのバス停を探索して道路

に沿った距離を計測することが容易にできるようになっ

ている．郵送方式の調査では，回答者の回答意欲をそが

ないように丁寧に説明することを前提に，ＧＩＳで探索

した最寄りのバス停の名称とそこまでの平均的所要時間

をあらかじめ調査票に記入して送付することが可能であ

る．また，熊本都市圏パーソントリップ調査では調査票

にジオコードを付してバス停までの客観的距離を計測し

ている．こうすることによって，バス非利用者の代替交

通手段（バス）のＬＯＳ変数としてバス停までの所要時

間の精度向上が期待できる． 

また，バス停までの所要時間が有意となった交通手

段選択モデルにより需要推計をする場合に，町丁目やメ

ッシュではなく，バス停からの所要時間により区分した

ゾーンに基づき推計することが考えられ，このような圏

域設定もＧＩＳを使うことによって容易に行うことがで

きる． 

その場合，そのような任意に設定されたゾーンにお

ける人口及び属性のデータをどのように入手するかとい

う課題があるが，その答えとして，秋山ら 4)が推計した

マイクロ人口統計というデータがある．これは，デジタ

ル住宅地図の各建物に国勢調査の世帯と性別年齢階級別

人口を割り振って推計したデータである．各建物ごとの

データの真値との適合度は低いが，ゾーンで集計した場

合はある程度の精度が保たれるものである． 

 最後に，このようにして推計したバス停単位の需要を

真値と比較検証する方法であるが，比較対象の真値のデ

ータとして公共交通 IC カードデータを活用することが

できれば検証が可能となる． 

 本研究では， 私事・通勤・目的施設から発生する需

要の推計を総合して，全目的での需要推計を行い，更に

精度の高い需要推計手法を検討する． 

 

 

3. 先行研究の到達点と課題 

 

先行研究では，私事移動と通勤に分けて，本手法の

精度検証を実施した．その到達点と課題は以下のように
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整理される． 

 

(1) 全般 

 実績値として使用した私事移動と通勤の各バス停の乗

車客数は時間帯別バス停間ＯＤ表にＰＴ調査から得た時

間帯別目的割合をかけ合わせて集計した推計値であり，

実績値自体との精度検証を行っていない．実績値には学

校・病院などの目的施設から発生する帰りの大宮方向の

乗車客数が含まれており，特に私事移動の推計での誤差

要因となっていた． 

 そこで，全目的の実績値を直接説明できるモデルを構

築して精度検証することが課題であった． 

 また，マイクロ人口統計が 2005 年のものであり，バ

スＩＣカードデータを取得した 2014 年までの間に人口

が増加していることが想定され，それが過少推計の原因

になっていると推測している． 

 さらに，大宮駅から遠いバス停については過大推計の

傾向があり，これは，道路混雑による遅延の影響をより

多く受けるためではないかと推測している． 

 

(2) 私事移動 

 私事目的の移動については，上記の目的施設の影響が

大きく，誤差が大きい結果であった． 

 

(3) 通勤移動 

 通勤目的の移動については，さいたま新都心と北浦和

に向かう他社のバス路線が存在し，それを利用できる地

域のバス停の乗車客数が過大に推計されている可能性が

指摘されていた．また，バス停からの距離が遠くなって

もバス選択確率があまり下がらないモデルとなっている

ことも課題として挙げられていた． 

 

 

4. 研究手法の概要 

 

(1) 手法の構成 

本手法は，大きく分けて「私事，通勤目的での需要

推計」，「目的施設の選定と推計」，「全目的でのバス

停単位需要推計」と「精度検証」の 4つで構成される． 

「私事，通勤目的での需要推計」では，GIS を用いて

バス停，アクセス時間別に圏域を作成し．マイクロ人口

統計データとパーソントリップ調査，先行研究にて作成

した交通実態調査結果を加工し，組み込むことで圏域別

に発生量の算出を行う．交通手段選択モデルからバス選

択確率を算出し掛け合わせる．この計算を私事と通勤で

実施しバス停単位の需要を推計する． 

「目的施設の選定と推計」では，各バス停から 300m

圏内の目的施設を抽出後，その延床面積をバス停毎に集

計する． 

「全目的でのバス停単位需要推計」では，全目的で

の大宮方面の乗車客数を目的変数として，前述の推計し

た私事と通勤のバス停毎の需要推計値と目的施設延床面

積により説明するモデルを推定することで，全目的での

路線バスのバス停単位需要推計を行う． 

「精度検証」では，「全目的でのバス停単位需要推

計」の結果をバス IC カードデータの実績値と比較し，

精度の検証を行う． 

 

(2) 手法の適用対象 

本手法の対象地域は，埼玉県さいたま市大宮区と見

沼区の一部にあたる，大宮駅東口を発着するバス路線の

沿線地域とした．当該地域は，付近に並行する鉄道が存

在せず，大宮駅までのアクセス交通手段として路線バス

や自転車が多く利用されており，本研究に適した地域だ

と考えられる． 

また，本手法は自宅発の全目的の移動を対象として

適用した．期間は平日とした． 

 

 

5. 私事と通勤目的での需要推計 

 

(1) 使用したモデル 

私事移動については先行研究で推定したモデルを使

用した．これは，大宮駅及び周辺を目的地とする移動を

想定するモデルであり，交通手段選択肢は路線バス，自

転車，徒歩，自家用車の4種．モデル推定は所要時間と

費用，バス停アクセス時間を3乗した変数で行っている．

これはバス停からの時間がある程度の限度を超えるとバ

スの選択確率が急に下がるという関係を組み込むためで

あり，バス停圏域が遠くまで延びて過大推計になること

を防ぐことが期待できる．使用したモデルを表-1に示す． 

 

表-1 使用したモデル（私事） 

パラメーター ｔ値

定数項（自家用車） -0.8482 -3.2379

定数項（自転車） -1.5419 -6.1919

バス停アクセス時間３ -0.0011 -4.0632

所要時間 -0.1587 -8.078

費用/100 -0.3663 -4.5667

サンプル数

初期尤度

最終尤度

決定係数

修正済決定係数

194

-234.691

-156.674

0.3324

0.3111 

 

通勤についても先行研究で推定したモデルを使用し
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た．これは，大宮駅までの移動を想定するモデルであり，

交通手段選択肢は路線バス，自転車，徒歩，原付・自動

二輪車の4種とした．乗車時間・所要時間，費用，バス

停アクセス時間に加え，徒歩と自転車は大宮駅からの距

離の影響を受けると考え，その変数を導入したモデルを

推定している．その結果，バス停アクセス時間と乗車時

間・所要時間の係数に差が表れバス停までの徒歩の疲労

等が考慮される結果となったため，そのモデルを採用し

た．モデルの概要を表-2に示す．  

 

表-2 使用したモデル（通勤） 

パラメーター ｔ値

乗車時間・所要時間 -0.8482 -3.2379

費用 -1.5419 -6.1919

バス停アクセス時間 -0.0011 -4.0632

距離 -0.3663 -4.5667

サンプル数

初期尤度

最終尤度

決定係数

修正済決定係数

68

-71.972

-38.162

0.470

0.414 

 

(2) 需要予測結果 

 私事移動の需要予測結果と私事ICカード実績値との比

較を以下の図-1に示す．私事ICカード実績は，大宮駅東

口周辺停留所を目的地とする日にち，時間帯別に作成し

たOD表にPT調査データのゾーン別目的種類別発着時間

帯別発生集中量から算出した自宅・私事の割合を掛け合

わせ，ICカード利用率で割り，算出している．なお，グ

ラフの縦軸はバスICカードから求めた乗客数の総数を1

としたときの，各バス停の乗客数の指数を表す． 

 

 

図-1 対象区間の需要予測結果（私事目的） 

 

 通勤移動の需要予測結果と通勤ICカード実績値との比

較を以下の図-2に示す．通勤ICカード実績値では，バス

停毎の乗車数平均値・標準偏差を算出し，時間帯別平均

値・標準偏差のOD表に計画基本ゾーン別・時間帯別通

勤業務トリップ割合を掛け合わせ，通勤目的ICカード利

用者を算出，ICカード利用率で割り，算出している．な

お，グラフの縦軸はバスICカードから求めた乗客数の総

数を1としたときの，各バス停の乗客数の指数を表す． 

 

 

図-2 対象区間の需要予測結果（通勤目的） 

 

 

6. 目的施設の選定と推計 

 

(1) 目的施設の選定 

目的施設は商業や工業，学校，医療福祉施設などが

挙げられる．しかし食料品スーパーやファミリーレスト

ランなどの飲食店，診療所，クリニックなどの地域向け

のサービス施設をバスで利用することは考えにくいため

対象の施設から除外した．また，介護施設のように送迎

が充実している施設も同様のことが言えるため除外する． 

よって，昼間に来訪者が発生する事業者と学外から

の来校者が想定される中学・高等学校を対象施設とした． 

学校に関して，本研究の対象路線沿線には3つの中

学・高等学校と大学のキャンパスがあるが，大学のキャ

ンパスについては日常的に利用されておらず，グラウン

ドや研修等の使用にとどまっているため対象から除外し

た．対象となる中学・高等学校では学校敷地内にある建

物すべての延床面積を集計するのではなく，教室や体育

館など外部の人間が訪れることのない教室等は含まない

ものとし，職員室や応接間の延床面積のみを対象とした． 

加えて，コンビニに関してはバス停に隣接するもの

に限定して対象施設とした．これはコンビニを目的地と

してバスを利用するのではなく，経由地として，気軽に

立ち寄ることが出来る施設がバス停の目の前にある状況

では，バス乗車前に立ち寄るためにそのバス停を利用す

る確率が上がると考えられるためである． 

 

(2) 目的施設延床面積の推計方法と結果 

 目的施設延床面積の推計に使用するデータはさいたま

市から提供いただいたさいたま市構造化データファイル

であり，それから各施設の延床面積をバス停毎に集計し
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た．集計した範囲は他路線との干渉を考慮して各バス停

から300mとし，2つのバス停にまたがる建物については

近い方のバス停で集計を行った．その結果を以下の図-3

に示す． 

 

 

図-3  目的施設延床面積の推計結果 

 

 

7. 全目的でのバス停単位需要推計と結果 

 

 ICカード実績値を目的変数とし，私事・通勤目的の需

要推計結果と目的施設延床面積を説明変数として重回帰

分析をした．その結果を表-3に示す．算出された需要推

計結果とICカード実績値との比較を図-5に示す．なお，

グラフの縦軸はバスICカードから求めた乗客数の総数を

1としたときの，各バス停の乗客数の指数を表す． 

表-3では，私事移動において，理論上，偏回帰係数が

1に近づく必要があるが0.585と低く，まだ改善が必要な

ことがわかる． 

 

 

 

図-4 全目的需要推計のフロー 

 

表-3 全目的での重回帰分析の結果  

重相関係数 重決定R2乗 補正R2乗

0.937508683 0.878922531 0.8197723

変数 決定係数 t値 判定

私事移動の需要予測結果 0.585373197 1.7900362 ＊

通勤移動の需要予測結果 1.311441314 1.9877255 ＊

目的施設延床面積の集計結果 0.023843991 2.3390003 ＊＊  

 

図-5 対象区間の推計結果（全目的） 

 

また，図-5から，概ねグラフの形状が似通っているこ

とが確認出来る． 

しかし「南中野」で過小推計となった．この原因と

してまずバス路線の北側の地域で土地区画整理事業を実

施しており，今回使用したマイクロ人口データが2005年

のものしかないため，ICカード実績の2014年までの間に

人口が増えていることが影響していると考えられる．次

に，実績値は2014年6月のデータであり，南中野には

2016年6月まで「むさしの湯」という温泉施設があった

（現在は閉店している）ことも要因の一つと考えられる．

加えて，「南中野」「日大前」間は県道214号との合流

地点であり，周辺が集客施設も多く，賑わっている．例

えば，喫茶店「星乃珈琲」，飲食店「吉野家」「北越ぎ

ょうざ」などの，おひとり様でも気軽に立ち寄れるお店

がある． 

対象区間において，バス停毎の実績値と推計値の平

均二乗誤差（RMSE）を算出したところ，各バス停ICカ

ード実績の平均値が129.9（人）に対し，11.43（人）

（8.80％）となった． 

 

 

8. 本手法の到達点と課題及び対応の方向性 

 

本研究では初めて全目的での推計を行い，一定の精

度が得られた． しかし本研究では，個人属性変数及び

政策変数となる運行頻度やバスの定時性等のサービス水

準変数が手段選択モデルに導入できていない．これは交

通実態調査で得られたサンプルが十分でなかったことと，

バスの運行データの情報量が少なかったことによる．こ

れを改善するためには，交通実態調査の回収率を向上さ

せ，より詳細な分析に耐えるサンプルを確保する必要が

ある．また，バスの定時性の変数として，ダイヤからの

遅れや所要時間変動を考慮するためには，より詳細なバ

ス運行データを入手して分析する必要がある．  
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9. おわりに 

 

 結論として，バス停単位で需要予測する本手法は今後

十分なサンプルの確保や個人単位での手段・バス停選択

などの一定の改善を加えることにより，居住地ベースの

バス需要の予測に使用することが可能となると考えられ

る．そのためには，行政と交通事業者だけでなく，住民

も巻き込んだ形で議論を行い，住民の関心を高めて交通

実態調査に住民の十分な協力が得られるようにすること

が必要である． 

また，需要推計に使われる原単位の数値や手段選択

モデルの地域間安定性・移転可能性の検討も必要となる． 

 一方で，バス路線沿線や近傍の集客施設や業務施設か

ら発生するバス需要については，時間帯別発生原単位の

整備が求められる．その整備のためにはモバイル空間統

計などのビッグデータの活用が考えられる． 
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